別紙 様式 1 類似 商号 使用 者 に 対す る 警告 書 

別紙 様式 2 類似 商号 使用 者 に 対す る 警告 書 

別紙 様式 3 類似 商号 使用 者 に 対す る 警告 書 

別紙 様式 4 無 免許 又は 無 登 録 で 信託 業 を 行っ て いる 者 に 対す る 警告 
別紙 様式 5 類似 商号 使用 者 等 管理 台帳 

別紙 様式 6 連絡 箋 

別紙 様式 7 応接 箋 

別紙 様式 8 信託 会 社 等 に 関す る 苦情 受付 款 

別紙 様式 9 運用 型 信託 会 社 の 状況 

別紙 様式 10 収支 及び 純資産 額 の 見 込み 

別紙 様式 11 供託 書 正本 下 付 証 明 申 請書 

別紙 様式 12 営業 保証 金 に 代わ る 契約 の 変更 承認 に つい て 

別紙 様式 13 営業 保証 金 に 代わ る 契約 の 解除 承認 に つい て 

別紙 様式 14 保管 証書 

別紙 様式 15 信託 会 社 等 営業 保証 金 取 戻し 公告 

別紙 様式 16 管理 型 信託 会 社 の 状況 

別紙 様式 17 管理 型 外国 信託 会 社 の 状況 

別紙 様式 18 管理 型 信託 業 の 登録 [登録 の 更新 ] に つい て 

別紙 様式 19 管理 型 信託 業 の 登録 [登録 の 更新 ] の 拒否 に つい て 
別紙 様式 20 自己 信託 会 社 (法 第 50 条 の 2 第 1 項 の 登録 を 受け た 者 ) の 状況 
別紙 様式 21 特定 信託 事業 者 の 状況 

別紙 様式 22 特定 大 学 技術 移転 事業 承認 事業 者 の 状況 

別紙 様式 23 信託 契約 代理 店 の 状況 


別紙 様式 1 (A4) 











類似 商号 使用 
































財 務 ( 文 ) 局 长 


























言 託 会 社 で な い 者 は 信託 業法 第 1 4 条 第 2 項 の 規定 に より 、 そ の 商号 の うち に 信託 会 社 で ある と 誤 
認 さ れる お それ の ある 文字 を 用 いて は な ら な いこ と と な っ て お り ま す 。 




















今般 、 当局 が 調査 し まし た と ころ 、 貴社 の 商号 は 同 規定 に 抵触 し て いる と 認め られ ます の で 、 雪 ち 
に 商号 を 変更 され ます よう 警告 し ます 。 つき まし て は 、 貴社 に お ける 是正 措置 予定 を 令 和 〇 年 〇 月 〇 
まで に 書面 に より ご 回 答 願 いま す 。 
な お 、 期限 まで に 回 答 が な され な い 場 合 若しくは 当局 の 警告 に 応じ られ な い 場 合 は 、 し か る べき 措 
まま 
、 信 託 業 を 営む に は 内 閣 総 理大 臣 の 免許 又は 癌 録 が 必要 で あり 、 免許 又は 登録 の な い 者 が これ 
を 行う こと は 「 信 託 業法 」 に 抵触 する こと と な り ま す の で 、 念 の た め に 申し 添え ます 。 





















































































































































































































































( 注 ) 是正 措置 予定 の 回 答 は 、 概 ね 、 発 送 日 か ら 2 週間 を 目途 と する 。( 以 下 の 案 文 に つい て も 同じ 。) 
別紙 様式 2 (A 4) 

















類似 商号 使用 






































託 会 社 で な い 者 は 信託 業法 第 1 4 条 第 2 項 の 規定 に より 、 そ の 商号 の うち に 信託 会 社 
認 さ れる お それ の ある 文字 を 用 いて は な ら な いこ と と な っ て お り ま す 。 
の 商号 は 同 規定 に 抵触 する お それ が ある と 認め られ ます の で 、 直 








































































































E し て は 、 貴 社 に お ける 是正 措置 予定 を 令 和 〇 年 〇 月 〇 日 まで に 書面 に より ご 回 答 願 いま す 。 
た 、 信託 業 を 営む に は 内 閣 総 理大 臣 の 免許 又は 登録 が 必要 で あり 、 免許 又は 登録 の な い 者 が これ を 
こと は 「 信 託 業法 」 に 抵触 する こと と な り ま す の で 、 念 の た め に 申し 添え ます 。 
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別紙 様式 3 (A 4) 














類似 商号 使用 


























財 務 ( 支 ) 局 长 


先般 、 貴 社 の 商号 は 、 信 託 業法 第 1 4 条 第 2 項 の 規定 に 抵触 する お それ が ある と 認め られ る の で 、 
直ちに 商号 変更 を 行う よう 警告 し た と ころ で あり ます が 、 当局 の その 後 の 調査 に より 、 貴 社 の 商号 は 





























同 規定 に 抵触 し て いる と 認め られ ます 。( ま た 、 貴 社 の 業務 は 、 信 託 業 に 該当 する こと も 判明 し まし 
だ 3 り 
人 EN 
こり 、 信託 業 を 営ん だ り ) する こと は 、 見 定 に より 固く 禁じ られ て お り ま す の で 、 直 ち に 
商号 変更 され る (と と も に 、 当 該 行為 を 取 Ne 
也 疼 束 L 民 5 法、 趴 社 代 苇 寺 吾 是 正 措 冒 予定 顾 合 和 〇 年 月 〇 日 来 到 缶 に より ご 回 答 願 いま す 。 
な お 、 期限 まで に 回 答 が な され な い 場 し く は 当局 の 警告 に 応じ し られ な い 場 合 は 、 し か る べき 措 
置 を と る こと と し ます の で 、 念 の た め 申し 添え ます 。 























































































































































































































( 注 ) (  ) 内 は 、 当 該 業 者 が 無 免許 又は 無 巻 録 で 信託 業 を 行っ て いる 場合 の 


喘 


告 文 で ある 。 























別紙 様式 4 (A4) 


月 























財 務 

















信託 業 は 、 内 閣 総 理大 臣 の 免許 又は 登録 を 受け な けれ ば これ を 営む こと が 出来 な いこ と と な っ て お 








り ま す 。 
今般 、 当 局 が 調査 し まし た と ころ 、 貴社 の 行為 は 信託 業 に 該当 し て いる と 認め られ ます の で 、 直 ち 
に 当該 行為 を 取り 止め る よう 警告 し 3 
つき まし て は 、 貴 社 に お ける 是正 措置 予定 を 令 和 〇 年 〇 月 〇 日 まで に 書面 に より ご 回 答 願い ます 。 
な お 、 期限 まで に 回 答 が な され な い 場 合 若しくは 当局 の 警告 に 応じ し られ な い 場 合 は 、 し か る べき 措 
置 を と る こと と し ます の で 、 念 の た め 申し 添え ます 。 





















































































































































別紙 様式 5 
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類似 商号 使用 者 
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役職 員数 
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苦情 ・ 照 会 等 の 内 容 及 び 当 局 の 指導 内 容 、 相 手 方 の 対応 等 
































別紙 様式 6 













































































a 車 条 和 时 
属 性 
日 時 ・ 場 所 年 ) [電話 ・ 来 局 ・ そ の 他 
照 会 者 応接 者 
照会 内 容 




















別紙 様式 7 

























































































属 性 

日 時 ・ 場 所 年 月 ( ) [電話 ・ 来 局 ・ そ の 他 
照 会 者 応接 者 
照会 内 容 

回 答 








備 考 











別紙 様式 8 











信託 会 社 等 に 関す る 苦情 受付 票 

















































































































































































































属 性 
时 年 月 ( ) 時 分 ~ 時 分 電話 ・ 来 局 ・ 文 書 
運用 型 信託 会 社 ・ 管理 型 信託 会 社 
区 分 | 目 己 信 旗 会 社 (法 第 50 条 の 2 第 1 項 の 登録 を 受け た 者 ) 
特定 大 学 技術 移転 事業 承認 事業 者 ・ 信託 契約 代理 店 
商 号 等 
| 出 者 応接 者 























摘 要 























と 


注 ) 区 分 欄 に つい て は 、 該 当 す る も の を 囲む こと 。 








別紙 様式 9 






































































































































































































































運 用 型 言 会 社 の 状 涡 
令 和 OO 年 OO 月 末 現 在 
OO 財務 ( 支 ) 局 
(単位 : 百 万 円 ) 
二 重義 EE キキ な 受 証 財 請 モ 契約 代理 業務 語 ミ < うそ 2 言 き 资本 | ,1 
2 備 考 
年 月 年 月 日 番号 の 種類 信託 業法 金 商法 売買 等 業務 産 残高 和合 産 額 
(記載 上 の 注意 ) 
1. 免許 年 月 日 の 早い 順に 記載 する こと 。 
2. 該当 が な い 項 目 に は 「 一 」 を 記載 する こと 。 
3. | 信託 在 約 代理 業務 」 欄 に は 、 信 託 業法 第 2 条 第 8 項 に 係る 登録 、 金 融 商品 取引 法 第 28 条 第 2 项 第 2 号 に 係る 登録 を 受け て いる 場合 に 、 登 録 年 月 日 を 記載 する こと 。 な お 、 当 該 信託 在 約 代理 業務 を 廃業 等 し て いる 場合 に は 、 
登録 年 月 日 の 下 に 登録 抹消 年 月 日 を ( ) 書き で 記載 する こと 。 
4. 信託 受益 権 売買 等 業務 」 欄 に は 、 当 該 業 務 を 行っ て いる 場合 に 、 免 許 年 月 日 又は 業務 方 法 書 変更 認可 日 を 記載 する こと 。 な お 、 信 託 受 益 権 売買 等 業務 を 廃業 等 し て いる 場合 に は 、 廃 業 等 年 月 日 を ( ) 書き で 記載 する こと 。 
5. 「 他 業 の 種類 」 欄 に は 、 法 第 21 条 第 2 項 の 承認 を 受け て いる 業務 の 種類 を 記載 し 、 併 せ て 、 承 認 を 受け た 年 月 日 を ( ) 書き で 記載 する こと 。 
6. 「 信 託 財 産 残高 」、「 資 本 金 の 額 」 及 び 「 純 資産 額 」 欄 に は 、 直 近 の 事業 報告 書 の 計数 を 記載 する こと 。 
7. 「 備 考 」 欄 に は 、 免 許 失 効 の 事由 及び 監督 上 の 措置 な ど 、 監 督 上 の 参考 事項 を 記載 する こと 。 



















































































































































































































































































































































































































































































別紙 様式 10 (A4) 
収支 及び 純資産 額 の 見 込み 









































(単位 : 百 万 円 ) 

















開業 年 度 一 営業 年 度 一 営業 年 度 三 営業 年 度 
























































科 連結 | 単体 うち 信 連結 | 単体 うち と 信 連結 | 単体 うち と 信 連結 | 単体 うち 信 























放 業 贅 託 業 才 評 務 評 務 

















営業 収益 計 





信託 報 本 





EN 
S 
計 ば 
球 
洪 
污 
让 




















支払 手数 料 





広告 宣伝 費 ・ 公 告 費 





省 





給料 








交際 費 ・ 寄 付 金 























租税 公課 





不動 産 賃貸 村 





貸 倒 引 当 金 繰 入 










































































































































































法人 税 等 調整 額 





( 税 引 後 ) 当 期 純 利益 














































































































we 
ly 
ュ ン 


記 の 収 文 及 び 純 資産 額 の 見 込み は 、 信 託 業務 の 開始 時 期 を 年 上 し て 算出 し た 。 














別紙 様式 1 1 















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(A4) 
(現金 か ら 有 価 証 券 へ ) 
年 月 日 
財務 ( 支 ) 局長 兢 
住 所 
请 者 商 号 
代表 者 氏 名 
供託 書 正 本 下 付 証明 申請 書 
供託 書 正本 1 通 
代 託 の 表示 
供託 所 法務 局 
供 话 年 月 日 年 月 日 
供託 年 度 番号 年 度 金 第 号 
供 託 金 金 ] 
根 拠 法 令 信託 業法 第 11 条 第 1 項 
供託 者 住所 氏名 本 店 の 住所 
商 号 
登 録 番 号 財務 ( 支 ) 局長 ( 信 ) 第 号 
上 記 供 託 書 正本 は 、 供 託 者 が 貴 局 に 対し て 提出 し て いた 供託 書 正本 に 係る 供 
の 供託 物 を 所 定 の 金額 に 相当 する 有価 証券 に 差し 替え を る た め の 人 供託 ( 法務 局 年 度 証 第 
号 ) を し た た め 、 そ の 供託 金 を 取り 戻す た め に 下 付 さ れ た こと を 御 証明 下さ い 。 
年 ] 日 
上 記 の と お り 証 明 す る 。 
財務 ( 支 ) 局長 印 
(A4) 
(有価 証券 か ら 有 価 証券 へ ) 
年 。 月 日 
財務 ( 支 ) 局長 殿 
住 所 
请 者 商 号 
代表 者 氏名 
供託 書 正 本 下 付 証明 申請 書 
供託 書 正本 1 通 
供 话 表示 
供 证 所 法務 局 
供託 年 月 日 年 月 日 
供託 年 度 番号 年 度 証 第 号 
供 千 物 有価 証券 枚数 枚 、 総 額面 
根 拠 法 令 信託 業法 第 11 条 第 1 項 
供託 者 住所 氏名 本 店 の 住所 
商 号 
登 録 番 号 財務 ( 支 ) 局長 ( 信 ) 第 号 

















上 記 供託 書 正 本 は 、 供 託 者 が 貴 局 に 対し て 提出 し て いた 供託 書 正本 に 係る 供託 
有価 証券 に 差し 替え る た め の 供託 ( 法務局 年 度 証 第 



































の 供託 物 を 所 定 の 金額 に 相当 する 


















































号 ) を し た た め 、 そ の 供託 物 を 取り 戻す た め に 下 付 され た こと を 御 証明 下さ い 。 






















































































































































































































































































































































































年 ] 日 
上 記 の と お り 証 明 す る 。 
財務 ( 支 ) 局長 印 
(A4) 
(有価 証券 か ら 現 金 へ ) 
年 月 日 
財務 ( 支 ) 局長 左 
住 所 
请 者 商 号 
代表 者 氏 名 
供託 書 正本 下 付 証 明 申請 書 
供託 書 正本 1 通 
代 託 の 表示 
供 司 所 法務 局 
共 託 年 月 日 年 月 日 
供託 年 度 番号 年 度 証 第 号 
供 託 物 有価 証券 枚数 枚 、 総 額面 
根 拠 法 令 信託 業法 第 11 条 第 1 項 
供託 者 住所 氏名 本 店 の 住所 
商 号 
登 録 番 号 財務 ( 支 ) 局長 ( 信 ) 第 号 
上 記 供 託 書 正本 は 、 供 託 者 が 貴 局 に 対し て 提出 し て いた 供託 書 正本 に 係る 供託 
の 供託 物 を 所 定 の 額 に 相当 する 人 金銭 に 差し 替え る た め の 供託 ( 法務局 年 度 金 第 
号 ) を し た た め 、 そ の 供託 物 を 取り 戻す た め に 下 付 さ れ た こと を 御 証明 下さ い 。 
年 上 日 
上 記 の と お り 証 明 す る 。 
財務 ( 支 ) 局長 印 


















































別紙 様式 12 
(A4) 




















店 殿 


( 代 








導 ( 支 ) 局長 

















営業 保証 金 に 代わ る 契約 の 変更 承認 に つい て 
































年 月 付 で 申請 の あっ た 標記 の こと に つい て は 、 信 託 業法 施行 令 第 1 0 条 第 3 号 
に 基づき 承認 し ます 。 












































別紙 様式 13 
(A4) 
文 書 番号 
年 月 B 
( 商 号  ) 
( 代 表 者 氏 名 ) 殿 
旋 ( 支 ) 局長 











営業 保証 金 に 代わ る 契約 の 解除 承認 に つい て 



























































年 ] 付 で 申請 の あっ た 標記 の こと に つい て は 、 信 託 業法 施行 令 第 1 0 条 第 3 号 
に 基づき 承認 し ます 。 
別紙 様式 1 4 
(A4) 
文 書 番 号 














て で いこ 
部 
内 
| 
FF 
ll 由 
























































供託 書 正 本 通 
1. 供託 者 名 
2. 供託 所 名 ・ 供 託 番号 
上 記 保 管 し ます 。 
年 月 日 











稚 ( 支 ) 局長 
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(A 4) 
信託 会 社 等 営業 保証 金 取 戻し 公告 
法 务 省 
信託 会 社 等 営業 保証 金 規則 (平成 1 6 年 
内 并 府 
令 第 2 号 ) 第 1 3 条 第 2 項 の 規定 に より 次 の よう 
に 公示 する 。 
1 . 供託 者 の 商号 ⑨ 
2. 住所 @ 
3 . 代表 者 の 氏名 ⑨ 
4. 取 戻 し を し よう と する 営業 保証 金 の 額 
円 


5. 上 记者 (登録 番号 OO 〇 財務 ( 文 ) 局長 
( 信 ) 第 〇 〇 号 ) の 営業 保証 金 に つき 信託 業法 
第 11 条 第 6 項 の 権利 を 有する 者 は 、 令 和 〇 年 〇 
月 〇 日 まで に 信託 会 社 等 営業 保証 金 規則 様式 第 
5 に よる 申出 書 に 権利 を 有する こと を 証する 書 
面 を 添え て 〇 C 〇 財務 ( 支 ) 局 〇 〇 部 〇 O 〇 課 に 提 
出さ れ た い 。 
6 . 前 与 の 期間 内 に 申出 書 の 提出 が な いと き は 、 
配当 手続 か ら 除 床 さ れる 。 








令 和 O 〇 年 〇 月 OB 
OO 财务 ( 支 ) 局長 OO OO 








(記載 上 の 注意 ) 
1. 13 の 事項 に つい て 、 届 出 等 の 提出 が 未済 に より 、 縦 
覧 事項 と 現時 点 で の 事実 が 相違 する も の に つい て は 、 縦 覧 
され て いる 事項 以降 の 事実 に つい て 全て 記載 する 。 

2. 住所 に つい て は 、 登 録 筐 第 6 面 上 に 記載 され て いる 本 店 
の 所 在 地 を 記載 する 。 

3 . 文字 は 14 ポ ボン ト 、 数字 は 原則 半角 文字 と する 。 

4 . 〇 は 一 字 あ ける 。 

5 . 一 行 の 文字 数 は 22 文 字 と する 。 
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管理 型 信 託 会 社 の 状 涡 
全 fHOO 年 OO 月 末 現 在 
OO 財務 ( 支 ) 局 
単位 : 百 万 円) 
] ee 信託 契約 代理 業務 言 託 受益 権 EE 資本 | 向 次 
| 人 
年 月 日 年 月 番号 の 種類 信 族 業法 金 商法 I 一 - - 
(記載 上 の 注意 ) 











1. 登録 番号 順に 記載 する こと 。 

2. 該当 が な い 項 目 に は 「 一 」 を 記載 する こと 。 

3.「 登 録 年 月 日 」 欄 に は 、 0 日 の 下 に 直近 の 登録 更新 年 月 日 を ( ) 
4. 「 信 託 契 約 代理 業務 」 欄 に は 、 信 託 業法 第 2 条 第 8 項 に 係る 登録 、 金 融 商 
登録 年 月 日 の 下 i ( ) 書き で 記載 する こと 。 

信託 受益 権 売買 等 業務 」 欄 に は 、 当 該 業 務 の 登録 を 受け て いる 場合 に 、 登 録 年 月 日 を 記載 する こと 。 な お 、 信 託 受益 権 売買 等 業務 を 廃業 等 し た 場合 に は 、 登 録 抹 消 年 月 日 を ( ) 書き で 記載 する こと 。 
「 他 業 の 種類 」 欄 に は 、 1 和 Dr 際 の 種類 を 記載 し 、 併 せ て 、 承 認 を 受け た 年 月 日 を ( ) 書き で 記載 する こと 。 
(信託 財産 残高 」、「 資 本 金 の 額 」 及 び 「 純 資産 額 」 欄 に は 、 直 近 の 事業 報告 書 の 計数 を 記載 する こと 。 

備考 」 欄 に は 、 他 の 財務 局 か ら の 移管 の 状況 、 ie な ど 、 監 督 上 の 参考 事項 を 記載 する こと 。 












































































































































書き で 記載 する こと 。 
品 取引 法 第 28 条 第 2 项 第 2 号 に 係る 登録 を 受け て いる 場合 に 、 登 録 年 月 日 を 記載 する こと 。 な お 、 当 該 信 託 契 約 代理 業務 を 廃業 等 し て いる 場合 に は 、 
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管 理 型 外 国信 请 会 社 の 状況 
令 和 OO 年 OO 月 末 現 在 
OO 財務 ( 支 ) 局 
(単位 : 百 万 円 ) 
a 机 二 ~ A a st 资本 
篇 人 准 録 抹消 主 た 占 の 着 主 な 受託 て 財 jp 信託 契約 代理 業務 言 託 受 益 権 こ 言 誕 貞 本 純次 
人 | | we | 備考 
日 月 所 在 地 全 の 種類 信託 業法 金 商法 売買 等 業務 董 残 局 額 記 芝 | 
(記載 上 の 注意 ) 
1. 登録 番号 順に 記載 する こと 。 
2. 該当 が な い 項 目 に は 「 一 」 を 記載 する こと 。 
3. 「 伏 録 年 月 日 」 欄 に は 、 i の 下 に 直近 の 登録 更新 年 月 日 を ( ) 書き で 記載 する こと 。 
4. 「 信 託 下 約 代理 業務 」 欄 に は 、 信 託 業法 第 2 条 第 8 項 に 係る 登録 、 金 融 商 品 取引 法 第 28 条 第 2 项 第 2 号 に 係る 登録 を 受け て いる 場合 に 、 登 録 年 月 日 を 記載 する こと 。 な お 、 当 該 信託 契約 代理 業務 を 廃業 等 し て いる 場合 に は 、 
























































登録 年 月 日 の 下 i ( ) 書き で 記載 する こと 。 
5. 「 信 託 受益 権 売 買 等 業務 」 欄 に は 、 当 該 業 務 の 登録 を 受け て いる 場合 に 、 登 録 年 月 日 を 記載 する こと 。 な お 、 信 託 受益 権 売買 等 業務 を 廃業 等 し た 場合 に は 、 登 録 抹消 年 月 日 を ( ) 書き で 記載 する こと 。 
6. 「 他 業 の 種類 」 欄 に は 、 信 呈 AN 21 条 第 2 2 ナ て いる 業務 の 種類 を 記載 し 、 併 せ て 、 承 認 を 受け た 年 月 日 を ( ) 書き で 記載 する こと 。 
7 
8 
































































































































































































































. 「 信 託 財産 残高 」、「 次 本 金 の 額 」 及 び 「 純 資産 額 」 欄 に は 、 直 近 の 事業 報告 書 の 計数 を 記載 する こと 。 
備考 」 欄 に は 、 他 の 財務 局 か ら の 移管 の 状況 、 和香 の な ど 、 監 督 上 の 参考 事項 を 記載 する こと 。 
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(A4) 
文 書 番 号 
年 月 日 
( 商 号 ) 
(代表 者 氏名 ) 殿 





財 務 ( 支 ) 局 





ll 

















管理 型 信託 業 の 登録 登録 の 更新 」 に つい て 












































年 月 日 付 で 申請 の あっ た 標記 の こと に つい て は 、 下 記 の と お り 登 録 【 登 録 更新 〕 
を し まし た の で 、 通 知 し ます 。 
登 

























































































































































































な お 、 登 録 の 有効 期間 は 登録 [登录 四 更 新 ] の 日 か ら 起 算 し て 3 年 と する 。 
登录 【登录 更 新 ] 年 月 日 年 日 
登録 番号 財務 ( 支 ) 局長 ( 信 ) 第 号 
別紙 様式 19 
(A 4) 
文 書 番 号 
年 日 
( 商 号 ) 
(代表 者 氏名 ) 殿 
財 務 ( 支 ) 局 长 
管理 型 信 诈 业 中 登录 【登录 四 更 新 ] の 拒否 に つい て 










































































年 月 日 付 で 申請 の あっ た 管理 型 信託 業 の 登録 【 合 録 の 更新 ]」 申請 に つい て は 、 下 
記 の 理由 に より 拒否 し た の で 、 通 知 し ます 。 
な お 、 こ の 処分 に つい て 不服 が ある と き に は 、 こ の 
起算 し て 3 ヶ月 以内 に 金融 庁 長 官 に 対し て 行政 不服 審 
< 審査 請求 を する こと が で きま す 。 
また 、 こ の 処分 に つい て 訴訟 に より 取消 し を 求め る と き に は 、 こ の 処分 が あっ た こと を 知っ 
た 日 か ら 6 ヶ 月 以内 に 国 を 被告 と し て 行政 事件 訴訟 法 (昭和 3 7 年 法律 第 1 3 9 号 ) に 基づく 
処分 の 取消 し の 訴え を 提起 する こと が で きま す 。 


































































































処分 の あっ た こと を 知っ た 日 の 翌日 か ら 
査 法 (平成 2 6 年 法律 第 6 8 号) に 基 づ 










































































記 








| 
3 
六 


























別紙 様式 2 0 
自己 信託 会 社 (法 第 50 条 の 2 第 1 項 の 登録 を 受け た 者 ) の 状況 











令 和 〇 〇 年 〇 〇 月 末 現 在 
OO 財務 ( 支 ) 局 















































































































































































































































(単位 : 百 万 円 ) 
we es 上 a == ya SA ee 1 資本 、 
从 滞 贸 株 消 主 た 営業 の EE = アメ 受託 財 j 信託 契約 代 里 业务 言 託 受 益 言 誕 貞 CN 純次 
| | | 外 人 | | や | 備考 
日 年 月 所 在 番号 の 種類 信託 業法 金 商法 売買 等 業務 卒 残 軸 合 産 額 
(記載 上 の 注意 ) 














1. 登録 番号 順に 記載 する こと 。 

2. 該当 が な い 項 目 に は 「 一 」 を 記載 する こと 。 

3. 「 褒 録 年 月 日 」 欄 に は 、 登 録 年 月 日 の 下 に 直近 の 登録 更新 年 月 日 を ( ) 書き で 記載 する こと 。 
4 

5 




















































































































.「 主 た る 営業 所 の 所 在 地 」 及び 「 電 話 番号 」 欄 に は 、 信 託 法 第 3 条 第 3 号 に 掲げ る 方 法 に よっ て する 信託 に 係る 事務 を 行っ て いる 主たる 営業 所 に つい て 記載 する こと 。 

. 「 信 託 契 約 代 理 業務 」 欄 に は 、 信 託 業 法 第 2 条 第 8 項 に 係る 登録 、 金 融 商品 取引 法 第 28 条 第 2 项 第 2 号 に 係る 登録 を 受け て いる 場合 に 、 登 録 年 月 日 を 記載 する こと 。 な お 、 当 該 信託 契約 代理 業務 を 廃業 等 し て いる 場合 に は 、 
登録 年 月 日 の 下 に 登録 抹消 年 月 日 を ( ) 書き で 記載 する こと 。 

6. 「 信 託 受益 権 売買 等 業務 」 欄 に は 、 当 該 業 務 を 行っ て いる 場合 に 、 登 録 年 月 日 を 記載 する こと 。 な お 、 信 託 受益 権 売買 等 業務 を 廃業 等 し た 場合 に は 、 登 録 抹 消 年 月 日 を ( ) 書き で 記載 する こと 。 
7. 「 他 業 の 種類 」 欄 に は 、 主 な 他 業 の 種類 を 記載 する こと 。 
8. 「 信 託 財 産 残高 」、「 資 本 金 の 額 」 及 び 「 純 資産 額 」 欄 に は 、 直 近 の 自己 信託 報告 書 の 計数 を 記載 する こと 。 

9. 「 備 考 」 欄 に は 、 他 の 財務 局 か ら の 移管 の 状況 、 登 録 抹 消 の 事由 及び 監督 上 の 措置 な ど 、 監 督 上 の 参考 事項 を 記載 する こと 。 
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特定 信 话 事 業 者 の 状 沉 


























































































































































































































































































































































































































令 和 〇 〇 年 〇 〇 月 末 現 在 
OO 财务 ( 支 ) 局 
(単位 : 百 万 円 ) 
i 要 件 非 该 当 4 、 主たる 営業 所 又は a _ he 有 開 
届出 年 月 日 年 月 受託 者 名 代表 者 名 事務 所 の 所 在 地 電話 番号 委託 者 名 受益 者 名 受託 財産 の 種類 
(記載 上 の 注意 ) 
1. 届出 年 月 日 順に 記載 する こと 。 
2. 「 要 件 非 該 当年 月 日 」 欄 に は 、 信 託 業法 第 51 条 第 1 項 の 受託 者 で な く な っ た 日 及び 同 項 の 信託 が 同 項 各 号 に 掲げ る 要件 の いずれ か に 該当 し な く な っ た こと を 知っ た 日 を 記載 する こと 。 
3. 「 代 表 者 名 」、「 主 た る 営業 所 又は 事務 所 の 所 在 地 」 及び 「 電 話 番号 」 欄 は 、 受 託 者 に つい て 記載 する こと 。 
4. 「 備 考 」 欄 に は 、 要 件 非 該当 の 事由 及び 驚 督 上 の 措置 な ど 、 監 督 上 の 参考 事項 を 記載 する こと 。 





別紙 様式 2 2 
特定 大 学 技 術 和 移転 事業 承認 事業 者 の 状況 





令 和 〇 〇 年 〇 〇 月 末 現 在 
OO 財務 ( 支 ) 局 

































































































































































































































































































































































































































































































































































(単位 : 百 万 四) 
ee 主たる 営業 所 RS 信託 契約 代理 業務 En wu 資本 金 
人 登録 抹消 Se 本 hs EE 主人 欢 受 证 有 NRN US 言 託 受 a 请 组 純次 
和博 | | | 承 刘 事 业者 名 | 代表 者 名 | 又は 事務 の | em oe 一 | | 他 業 の 種類 | rr | 又は 出 | zs | 備考 
RS NR 所 在 地 号 | 産 の 種類 | 信託 業法 | 。 爹 商法 | 売買 等 業務 産 残高 | の | 产 频 
(記載 上 の 注意 
1. 登録 番号 順 に 記載 する こと 。 
2. 該当 が な い 項 目 に は 「 一 」 を 記載 する こと 。 
3 .「 信 託 名 約 代理 業務 」 欄 に は 、 信 託 業法 第 2 条 第 8 項 に 係る 人 状 録 、 金 融 商 品 取引 法 第 28 条 第 2 项 第 2 号 に 係る 癌 録 を 受け て いる 場合 に 、 登 録 年 月 日 を 記載 する こと 。 な お 、 当 該 信 約 代理 業務 を 廃業 等 し て いる 場合 に は 、 
准 録 年 月 日 の 下 に 登録 抹消 年 月 日 を ( ) 書き で 記載 する こと 。 
[信託 受 符 権 売買 等 業務 」 欄 に は 、 当 詠 業務 の 登録 を 受け て いる 場合 に 、 登録 年 月 日 を 記載 する こと 。 な お 、 信 記 受 益 権 買 等 業務 を 廃業 等 し た 場合 に は 、 登 録 抹消 年 月 日 を ( ) 書き で 記載 する こと 。 






























































「 他 業 の 種類 」 欄 に は 、 信託 業法 第 52 条 第 3 項 に お いて 適用 する 同 法 第 21 条 第 2 項 の 承認 を 受け て いる 業務 の 種類 を 記載 し 、 併 せ て 、 承 認 を 受け た 年 月 日 を ( ) 書き で 記載 する こと 。 


[ 信 識 財産 残高 」、「 資 本 金 又は 出資 の 額 」 及 び 「 純 資産 額 」 欄 に は 、 直 近 の 事業 報告 書 の 計数 を 記載 する こと 。 
[備考 」 欄 に は 、 他 の 財務 局 か ら の 移管 の 状況 、 登 録 抹消 の 事由 及び 監督 上 の 措置 な ど 、 監 督 上 の 参考 事項 を 記載 する こと 。 






































































































































別紙 様式 2 3 

















信 契 約 代 理 店 の 状 況 







































































































































































信和 OO 年 OO 月 現在 
OO 財務 () 局 
省 コー リーズ だ と 語 在 約 の 
2 法人 ・ 主たる 営業 月 
= 言 託 朋 糸 a 占 5 尖 、 si 
人 番号 | 登録 年 | | 個人 | 代表 者 名 | 又は 事務 所 の | mg | 電話 番号 | 所 属 信 放 会 社名 | 人数 | 他 業 の 種類 備 考 
a | の 別 所 在 地 1 代理 | 媒介 







































































































































































































































































(記載 上 の 注意 ) 

1. 登録 番号 順に 記載 する こと 。 

2. 該当 が な い 項 目 に は 「 一 」 を 記載 する こと 。 

3. 「 主 た る 営業 所 又は 事務 所 の 所 在 地 」 、「 取 扱 店 舗 数 」 及 び 「 電 話 番号 」 欄 に は 、 信 託 在 約 代理 業 を 営ん で いる 主たる 営業 所 等 に つい て 記載 する こと 。 

4. 「 他 業 の 種類 」 欄 に は 、 主 な 他 業 の 種類 を 記載 する こと 。 な お 、 金 融 商品 取引 業 を 営ん で いる 場合 に は 、 併 せ て 、 登 録 年 月 日 を 記載 する と と も に 、 廃 業 等 を し た 場合 に あっ て は 、 登 録 抹消 年 月 日 を ( ) 書き で 記載 する こと 。 
5. 「 信 託 在 約 の 取扱 件 数 」 欄 に は 、 直 近 の 信託 契約 代理 業務 に 関す る 報告 書 の 計数 を 記載 する こと 。 

6. 「 備 考 」 欄 に は 、 他 の 財務 局 か ら の 移管 の 状況 、 登 録 抹消 の 事由 及び 監督 上 の 措置 な ど 、 監 督 上 の 参考 事項 を 記載 する こと 。 






























































